
様式１（主な取組）

（1）取組の進捗状況 (単位：千円)

主な取組 私立専修学校等運営費等支援

対応する
主な課題

①少子高齢化、グローバル化などを背景に多様化・複雑化する社会的、時代的要請に的確に対応できる専門的な人材を養成していくためには、県内
大学等の独自の理念を掲げた学校運営を尊重しつつ、ニーズに対応した特色ある教育研究を促進するほか、高等教育を受ける機会の創出・環境整備
等の諸施策にも取り組む必要がある。

１　取組の概要（Plan）

取組内容 年度別計画

「主な取組」検証票

施策展開 5-(4)-ウ 優れた人材を育み地域の発展に寄与する高等教育の推進
施 策 ①　大学等の教育研究環境の充実及び地域貢献活動の促進

施策の小項目名 ○教育環境及び共同研究の充実

実施主体 県

 担当部課【連絡先】 総務部総務私学課 【098-866-2074】

　私立専修学校・各種学校の教職員の退職金共済掛金、加入者保険料（長期給付
掛金）に要する経費に対し助成を行うとともに、大学入学資格が付与される専修
学校高等課程の経常費を助成する。

H29 H30 R元 R2 R3

２　取組の状況（Do）

予算事業名 私立学校教職員共済事業補助金等

主な財源 実施方法
H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 R元年度 R2年度 令和元年度活動内容と令和2年度活動計画

決算額 決算額 決算額 決算額 決算見込額 当初予算額

県単等 ○R2年度：　私立専修学校・各種学校に対し、教職員の
退職金共済掛金、加入者保険料に要する経費に対し助成
を行う。

予算事業名 私立専修学校職業教育等振興費補助金

主な財源 ○R元年度：　私立専修学校・各種学校に対し、教職員の
退職金共済掛金、加入者保険料に要する経費に対し助成
を行った。

県単等 補助 38,955 38,968 41,644 49,511 56,864 49,837

決算額 決算額 決算見込額 当初予算額 主な財源

H27年度 H28年度 H29年度 H30年度

○R2年度：　大学入学資格が付与される専修学校高等課
程及び職業実践専門課程と認定された学科を設置する専
修学校専門課程に対し経常費の助成を行う。

○R元年度：　大学入学資格が付与される専修学校高等課
程及び職業実践専門課程と認定された学科を設置する専
修学校専門課程に対し経常費の助成を行った。

県単等 補助 5,335 6,509 21,136 22,052 27,174 28,668 県単等

主な財源 実施方法
R元年度 R2年度 令和元年度活動内容と令和2年度活動計画

決算額 決算額

私立専修学校等の経常費等に対し助成
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活動概要

進捗状況の判定根拠、要因及び取組の効果

 (２)これまでの改善案の反映状況

活動指標名 助成校数（のべ数） R元年度 R元年度
決算見込
額合計

進捗状況

実績値

H27年度
　私立専修学校・各種学校の教職員の退職金
共済掛金、加入者保険料に要する経費に対し
助成を行うとともに、大学入学資格が付与さ
れる専修学校高等課程の経常費及び職業実践
専門課程と認定された学科を設置する専修学
校専門課程が実施する職業教育の質の向上の
ための取組に要する経費に対し助成を行っ
た。

54校 54校 73校 77校 78校 － 100.0%

84,038 順調

H28年度 H29年度 H30年度 実績値(A) 計画値(B)
達成割合

A/B

達成割合
A/B

－ － － － － －

活動指標名 － R元年度

実績値

H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 実績値(A) 計画値(B)

　退職金掛金については25校、加入者保険料
については30校、大学入学資格が付与される
専修学校高等課程2校及び職業実践専門課程と
認定された学科を設置する専修学校専門課程
については21校に対し助成することができ、
取組は順調である。
　私立専修学校等の経営は総じて厳しい状況
にあり、経常費補助及び退職金共済掛金・加
入者保険料への間接補助により、経営の安
定・健全化及び優秀な教職員の確保に資する
ことができた。

活動指標名 － R元年度

実績値

H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 実績値(A) 計画値(B)
達成割合

A/B

－ － － － － －

令和元年度の取組改善案 反映状況

・専修学校高等課程の経常費助成の補助単価は、過去５年の私立高等学校の国単
価平均額を考慮し設定しているところであり、国単価の状況や動向を注視してい
く。

・令和元年度においては補助単価や補助率の変更は実施しなかった。
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４　取組の改善案（Action）

・補助単価及び補助率について、各事業の実施状況を確認しつつ見直しの可否、内容について検討していきたい。

○内部要因 ○外部環境の変化

 ・専修学校高等課程の経常費助成の補助単価は、過去５年の私立高等学校の国単
価平均額を考慮し設定しているため、国単価の状況や動向を注視している。

・教育の多様化や社会のグローバル化の進展により、インターナショナルスクー
ル、日本語学校や専修学校高等課程が増加した。

(2)改善余地の検証（取組の効果の更なる向上の視点）

・各事業に係る補助の状況について、他府県の状況を参考にする必要がある。

３　取組の検証（Check）

(1)推進上の留意点（内部要因、外部環境の変化）


